
政策 加

－

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 伝票返却率
％ 前年度以下 前年度以下 前年度以下

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度 予算執行に関する研修会の開催
回 2 2 2

年

し

度別事業費 10,323 千円 10,323 千円 10,323 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 

事

　債 0 千円 0 千円 0 千

　

円 活動指標『伝票返却

務

率』の目標数値につい

　

ては、平成25年度の

、

事

返却率（16%）を基

　

準とし、平成26年度

業

以降は前年度以下

そ 

　

　の 　他 0 千円 0 千

名

円 0 千円 となるよう設

新

定をした。

一　般　財

規

　源 10,323 千円

・

10,323 千円 10

継

,323 千円 事務事業

続

名「会計管理費運営費

協

議

」を平成27年度から

会

「会計管理事務」に変

の

更した。

公平性及び透

事　務　事　業

明

　名 新規・継続 総合計

働

性

画を基軸とした行政マ

、

ネジメントシステムを

信

構築し、円滑な運用を

頼

図る。また、そのため

性

に関連する仕

目　　的

を

組みと基盤の整備を行

確

う。
行政経営事業 継続

保

会計・款・項・目 所　

し

　管　　課 平  成 

、

 31  年  度 

す

市

 の  目  標

○各

民

職場で、第10次基本

に

計画の自律的な運用を

開

図り、市長公約を始め

か

とした政策・施策の着

れ

実な進捗を目指すとと

た

もに、
一般・2総務費

議

・1総務管理費・4企

会

画費 企画課
　基本計画

・

で設定した「財政計画

る

市

」に基づき財政規律を

民

遵守する。

事　業　概

参

　要 施策内順位 ○前年

加

度の評価について早い

を

時期に着手し、実施計

推

画策定時に改善点等検

進

討した結果を反映でき

す

るような仕組みづくり

る

を

・総合計画の策定と

議

その運用 　行う。
1/

ま

会

6 ○第11次基本計画

を

の策定に向け、第10

確

次基本計画の運用にお

立

ける反省点をまとめ、

す

組織機構の見直しにあ

る

わせて、政策分

野等の

。

枠組みについて検討を

目

行う。
市長公約事項

活

　

動
指
標

指　標　名 単　

　

位 平成31年度 平成3

ち

的

2年度 平成33年度

一

議

部 PDCAサイクルを

会

定着させるための職員

運

研修の実施回数
回 1 1

営

1

投
入
指
標

平成31年

費

度 平成32年度 平成3

継

3年度 市民意識調査の

続

実施回数
回 1 1 1

年度

会

別事業費 1,894 千

計

円 3,300 千円 2,

づ

・

000 千円
特
定
財
源

国

款

・県支出金 0 千円 0 千

・

円 0 千円 特　記　事　

項

項

地 　方 　債 0 千

・

円 0 千円 0 千円

そ 　

目

の 　他 0 千円 0 千円

所

0 千円

一　般　財　源

　

1,894 千円 3,3

　

00 千円 2,000 千

管

円

６ く

　　課 平  成  3

り

1  年  度  の

施

  目  標

①研修会

策

等により議員の資質及

６

び政策形成能力等の向

－

上を図る。
一般・1議

２

会費・1議会費・1議

行

会費 議会事務局
②議会

政

基本条例の運用と実践

マ

のための仕組みを作る

全

ネ

。

事　業　概　要 施策

ジ

内順位 ③予算決算委員

メ

会の円滑な運営により

ン

、チェック機能の充実

ト

を図る。

【運営費】 ④

シ

読まれる議会だよりを

ス

めざすとともに、議会

テ

の見える化を推進する

ム

。
－・円滑な議会運営

の

と議会改革の推進 ⑤研

て

継

修会等への参加により

続

職員の意識改革と資質

的

の向上を図る。

市長公

な

約事項

活
動
指
標

指　標

改

　名 単　位 平成31年

善

度 平成32年度 平成3

と

3年度

無 議員研修会の

円

開催回数（単独及び近

滑

隣）
回 8 8 8

投
入
指
標

な

平成31年度 平成32

の

運

年度 平成33年度 議会

用

報告会の開催回数
回 7

を

7 7
年度別事業費 14

図

,872 千円 14,8

り

72 千円 14,872

ま

千円
特
定
財
源

国・県支

す

出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　

主

他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 14,872 千円 14,872 千円 14,872 千円

体

事　務　事　業　名 新規・継続 効率的、効果的で透明性の高い市政経営の推進を図るため、会計事務を適正かつ迅速に執行する。

目　　的
会計管理事務 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度 

が

 の  目  標

・前年度の伝票の返却率の基準数値を参考に、伝票の精度の向上を図るために、手引書を充実させるとともに、職員研修
一般・2総務費・1総務管理費・3会計管理費 会計課

（新入職員及び新たにシステム

参

使用する職員、外部職場、前年度伝票返却率が高かった職場に対する研修等）を行う。

事　業　概　要 施策内順位 ・予算執行に関する審査をより厳格化し、適正かつ迅速な会計処理を行う。

適正かつ迅速な会計事務の執行



政策 加

人数
人 1,000 1,000 1,000

年度別事業費 154,221 千円 154,221 千円 154,221 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 活動指標修正：

し

理由　平成30年度の状況に基づき上方修正を行った。

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 154,221 千円 154

事

,221 千円 154,

　

221 千円

務　

、

事　業　

事　務　事　

名

業　名 新規・継続 ・必

新

要な情報を市民へ提供

規

するとともに、市政へ

・

の理解を深め、市民参

継

加を促進する。

目　　

続

的 ・市民の建設的な意

協

目

見や提案を募集し、市

　

政運営に反映させる。

　

広報広聴事業 継続

会計

的

・款・項・目 所　　管

秘

　　課 平  成  3

書

1  年  度  の

事

  目  標

・読んで

務

もらい、行動してもら

費

える広報を目指し、紙

継

面の充実のほか、イベ

働

続

ント等を開催し広報に

会

対する関心を高めてい

計

一般・2総務費・1総

・

務管理費・4企画費 企

款

画課
く。

事　業　概　

・

要 施策内順位 ・情報発

項

信推進委員を対象とし

・

た研修会を開催し、情

目

報発信に関するスキル

所

アップを行う。

・広報

す

　

紙、ホームページ、テ

　

レビ番組等を通じた市

管

政に関する情報の提供

　

・プレスリリースの好

　

例を共有し、市が行う

課

プレスリリースの質の

平

向上を図る。
4/6・

 

市長との懇談会の開催

 

や市民提案の受付など

成

の広聴事業の実施 ・幅

る

 

広い層と意見交換を行

 

い、吸い上げた意見を

3

組織内で共有する。

市

1

長公約事項

活
動
指
標

指

 

　標　名 単　位 平成3

 

1年度 平成32年度 平

年

成33年度

無 広報こも

 

ろを読んでいる人の割

 

合
％ 70 70 70

投
入

度

指
標

平成31年度 平成

ま

 

32年度 平成33年度

 

広聴事業の実施団体数

の

団体 15 15 15
年度

 

別事業費 13,488

 

千円 14,847 千円

目

14,847 千円
特
定

 

財
源

国・県支出金 0 千

 

円 0 千円 0 千円 特　記

標

　事　項

地 　方 　

・

債 0 千円 0 千円 0 千円

ち

理

活動指標修正：理由　読まれる広報紙を目指す中で、これまでの発行回数から広報を読んでいる割合へ変更を行った

事者の円

そ 

滑

　の 　他 1,512

な

千円 1,512 千円 1

公

,512 千円

一　般　

務

財　源 11,976 千

遂

円 13,335 千円 1

づ

行

3,335 千円

のため、日程調整・

６ く

事業の進捗状況等につ

り

いて、庁内及び外部団

施

体等との綿密な連絡調

策

整を行
一般・2総務費

６

・1総務管理費・4企

－

画費 企画課
う。

事　業

２

　概　要 施策内順位 ・

行

市長交際費について、

政

支出基準に従い適正な

マ

執行を図るとともに、

全

ネ

一層の支出節減に努め

ジ

る。

・理事者の活動及

メ

び秘書業務に係る経費

ン

－

市長公約事項

活
動
指

ト

標

指　標　名 単　位 平

シ

成31年度 平成32年

ス

度 平成33年度

無 交際

テ

費の公表
回 12 12 1

ム

2

投
入
指
標

平成31年

の

度 平成32年度 平成3

て

継

3年度

年度別事業費 9

続

,302 千円 8,00

的

0 千円 8,000 千円

な

特
定
財
源

国・県支出金

改

0 千円 0 千円 0 千円 特

善

　記　事　項

地 　方

と

 　債 0 千円 0 千円 0

円

千円

そ 　の 　他 0

滑

千円 0 千円 0 千円

一　

な

般　財　源 9,302

の

運

千円 8,000 千円 8

用

,000 千円

を図ります

事　務　事　業　名 新規・継続 自主財源の確保、知名度

主

向上、誘客、関係・交流人口、移住・定住者の増加

目　　的
ふるさとＰＲ事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

・新規返礼品の開発を行い、幅広い層に小諸市のふるさ

体

と納税を広めていく。
一般・2総務費・1総務管理費・4企画費 企画課

・ふるさと市民に対し、小諸市をより身近に感じてもらえるようメルマガの配信、イベントの企画を行う。

事　業　概　要 施策内順位 ・「小諸キャンパ

が

ス」のほか各種連携事業を通じ、シティプロモーションを推進する。

・小諸の魅力を全国に発信し、小諸を支えてくれる人を増やしていく。
2/6・小諸の良さ、強みを再認識し、市民が誇りを持てるようにする。

市長公約

参

事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

一部 ふるさと応援寄附金額
千円 200,000 200,000 200,000

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度 ふるさと市民の新規登録



政策 加

事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 人材育成基本方針の見直し
運用する 運用する 運用する

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度 人材育成基本方針に沿った職員研修の実施
実施

し

する 実施する 実施する
年度別事業費 4,130 千円 4,755 千円 4,755 千円

特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　

事

事　項

地 　方 　債

　

0 千円 0 千円 0 千円

そ

務

 　の 　他 0 千円 0

　

千円 0 千円

一　般　財

、

事

　源 4,130 千円 4

　

,755 千円 4,75

業

5 千円

　名 新規・継

事　務　事　業　

続

名 新規・継続 継続的な

協

職

事務改善により行政の

員

生産性を向上させるた

の

め、庁内情報システム

健

を有効に活用する。

目

康

　　的 また、庁内情報

の

システムを有効に活用

維

するため、システムの

持

安定的かつ効率的な運

増

用を図る。
庁内情報シ

進

ステム運用事業 継続

会

働

を

計・款・項・目 所　　

図

管　　課 平  成  

る

31  年  度  

た

の  目  標

・「自

め

治体情報セキュリティ

、

対策強化事業」に伴っ

各

て導入されたシステム

種

の安定的な運用・稼働

健

と、業務の利便性と情

診

報
一般・2総務費・1

す

の

総務管理費・9情報化

実

推進費 企画課
　セキュ

施

リティの運用体制の改

と

善を図っていく。

事　

メ

業　概　要 施策内順位

ン

・平成31年度にリニ

タ

ューアルするホームペ

ル

ージ及びCMSについ

サ

て、ホームページの運

ポ

用について、職員を対

る

ー

象とした定　

・庁内情

ト

報システムの運用 期的

を

な操作研修を実施する

実

。
5/6　(行政マネ

施

ジメントシステム・グ

す

ループウェア・ファイ

る

ルサーバー・電子申請

。

など） ・情報セキュリ

目

ティポリシーを遵守す

　

るための職員研修を計

ま

　

画的に実施する。

市長

的

公約事項

活
動
指
標

指　

職

標　名 単　位 平成31

員

年度 平成32年度 平成

厚

33年度

無 パソコンの

生

計画的な更新
台 60 6

費

0 90

投
入
指
標

平成3

継

1年度 平成32年度 平

続

成33年度 ファイルサ

会

ーバーの点検・整理
回

ち

計

/月 1 1 1
年度別事業

・

費 81,577 千円 5

款

5,000 千円 55,

・

000 千円
特
定
財
源

国

項

・県支出金 0 千円 0 千

・

円 0 千円 特　記　事　

目

項

地 　方 　債 0 千

所

円 0 千円 0 千円

そ 　

　

の 　他 543 千円 0

　

千円 0 千円

一　般　財

づ

管

　源 81,034 千円

　

55,000 千円 55

　

,000 千円

課 平  成  

６ く

31  年  度  

り

の  目  標

定期健

施

康診断・各種検診等の

策

受診やストレスチェッ

６

クをすることにより、

－

職員自らの健康状態を

２

しり、健康意識を高め

行

職
一般・2総務費・1

政

総務管理費・7職員厚

マ

生費 総務課
場全体のヘ

全

ネ

ルスアップにつなげる

ジ

。

事　業　概　要 施策

メ

内順位

・職員の定期健

ン

康診断・各種検診等の

ト

実施
－・心の相談室の

シ

開設

市長公約事項

活
動

ス

指
標

指　標　名 単　位

テ

平成31年度 平成32

ム

年度 平成33年度

無 定

の

期健康診断の受診率
％

て

継

100 100 100

投

続

入
指
標

平成31年度 平

的

成32年度 平成33年

な

度 がん検診で精密検査

改

を要すると診断された

善

職員の精密検
％ 100

と

100 100
年度別事

円

業費 14,268 千円

滑

14,268 千円 14

な

,268 千円 査の受診

の

運

率
特
定
財
源

国・県支出

用

金 0 千円 0 千円 0 千円

を

特　記　事　項

地 　

図

方 　債 0 千円 0 千円

り

0 千円

そ 　の 　他

ま

1,060 千円 1,0

す

60 千円 1,060 千円

一　般　財　源 13,208 千円 13,208 千円 13,208

主

千円

事　務　事　業　名 新規・継続 地方分権時代に対応し、他人任せでなく一人称で自ら考

体

え行動し、価値前提の考えのもと、地域の課題・問題

目　　的 等を解決していく職員を育成するために、各種研修等を実施する。
職員研修費 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目

が

  標

女性の活躍の推進に関する特定事業主行動計画に基づき女性を対象にしたキャリアデザイン研修の実施や職員メンター制
一般・2総務費・1総務管理費・8職員研修費 総務課

度による新人研修の充実を図る。また、複

参

雑化する行政ニーズに対応するため、職員には政策形成能力、創造的能力及び

事　業　概　要 施策内順位 法務能力等により、一層の向上のため研修会の開催や参加を積極的に推進する。

・各種職員研修の実施
3/6

市長公約



政策 加

事　務　事　業　名 新規・継続 財務に関する事務の執行及び事業の管理が適法、適正かつ効率的に行われているかを定期的に監査する

目　　的
監査

し

委員運営費 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課

事　

一般

務

・2総務費・6監査委

　

員費・1監査委員費 監

、

事

査委員事務局

　業

平  成  31  年  度  の  目  標

・法令、研修会の内容等を監査委員と共通認識し、監査委員を補佐し、監査の資質向上を図る。

・監査計画に基づく重点監査の実施。
事　業　概

　

　要 施策内順位

・公平

名

不偏な監査の推進
－

市

新

長公約事項

活
動
指
標

指

規

　標　名 単　位 平成3

・

1年度 平成32年度 平

継

成33年度

無 監査委員

続

研修
回 4 4 4

投
入
指
標

協

公

平成31年度 平成32

正

年度 平成33年度 事務

・

局職員研修
回 4 4 4

年

公

度別事業費 2,881

平

千円 3,077 千円 3

な

,077 千円
特
定
財
源

選

国・県支出金 0 千円 0

挙

千円 0 千円 特　記　事

が

　項

地 　方 　債 0

実

千円 0 千円 0 千円 参加

働

施

する研修は、長野県都

さ

市監査委員会研修（2

れ

回）全国都市監査委員

る

会研修、東海地区都市

よ

監査委員会研修会を予

う

定し

そ 　の 　他 0

選

千円 0 千円 0 千円 てい

挙

る。

一　般　財　源 2

啓

,881 千円 3,07

発

7 千円 3,077 千円

す

を行い、投票率の向上

る

をめざす

目　　的
選挙

ま

管理委員会運営費 継続

ち

会計・款・項・目 所　

づ

　管　　課 平  成 

６ く

 31  年  度 

り

 の  目  標

施

公正・公平な選挙が実施されるよう各種研究会、総会等へ参加して職務に必要な知識を得るとともに、積極的に他自治体
と意見交換をして効率的な選挙を目指す。

策 ６－２ 行

一般・2総務費・

政

4選挙費・1選挙管理

マ

委員会費 選挙管理委員

全

ネ

会事務局

ジメ

事　業　概　要 施策

ン

内順位

【運営費】
－選

ト

挙啓発並びに選挙管理

シ

委員会の運営

市長公約

ス

事項

活
動
指
標

指　標　

テ

名 単　位 平成31年度

ム

平成32年度 平成33

の

年度

無

投
入
指
標

平成3

て

継

1年度 平成32年度 平

続

成33年度

年度別事業

的

費 2,209 千円 2,

な

209 千円 2,209

改

千円
特
定
財
源

国・県支

善

出金 0 千円 0 千円 0 千

と

円 特　記　事　項

地 

円

　方 　債 0 千円 0 千

滑

円 0 千円

そ 　の 　

な

他 0 千円 0 千円 0 千円

の

運

一　般　財　源 2,2

用

09 千円 2,209 千

を

円 2,209 千円

図ります

事　務　事　業　名 新規・継

主

続 円滑な行政経営に必要な基礎資料を得るため、各種統計調査を実施する。

目　　的
統計調査事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

学校基本調査、工業統計調査、全国

体

消費実態調査、経済センサス基礎調査、農林業センサスを正確・確実に実施する。
一般・2総務費・5統計調査費・1統計調査総務費 企画課

事　業　概　要 施策内順位

・各種統計調査の実施
6/6

市長公約事項

活
動
指
標

指　

が

標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 登録調査員数
人 35 35 35

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 7,092 千円 18,300 千円 2,525 千円
特
定
財
源

国・県支出金 7,

参

092 千円 18,300 千円 2,525 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 0 千円 0 千円 0 千円



政策 加し

事　務　

、

事　業　名 新規・継続

協

職員の勤務条件に関す

働

る措置要求等を審査し

す

、必要な措置を講じ、

る

民主的、能率的な人事

ま

行政運営を進める。

目

ち

　　的
運営費 継続

会計

づ

・款・項・目 所　　管

６ く

　　課 平  成  3

り

1  年  度  の

施

  目  標

研修会の

策

内容等を共通認識し、

６

公平委員会の職務に必

－

要な知見を得る。
公平

２

・1小諸市等公平委員

行

会運・1運営費・1運

政

営費 監査委員事務局

事

マ

　業　概　要 施策内順

全

ネ

位

職員の勤務条件及び

ジ

不利益処分に関する措

メ

置要求を審査し、必要

ン

な措置を執る。
－

市長

ト

公約事項

活
動
指
標

指　

シ

標　名 単　位 平成31

ス

年度 平成32年度 平成

テ

33年度

無 公平委員事

ム

務局職員研修
回 2 2 2

の

投
入
指
標

平成31年度

て

継

平成32年度 平成33

続

年度

年度別事業費 27

的

4 千円 230 千円 23

な

0 千円
特
定
財
源

国・県

改

支出金 0 千円 0 千円 0

善

千円 特　記　事　項

地

と

 　方 　債 0 千円 0

円

千円 0 千円  参加する

滑

研修は、全国及び長野

な

県公平員連合会研究会

の

運

の参加を予定している

用

。

そ 　の 　他 26

を

4 千円 220 千円 22

図

0 千円

一　般　財　源

り

10 千円 10 千円 10

ま

千円

す

主体が参



政策 加

規

度 平成32年度 平成3

・

3年度

年度別事業費 8

継

,801 千円 8,80

続

1 千円 8,801 千円

投

選挙管理委員会給与費

入

継続
特
定
財
源

国・県支

指

出金 0 千円 0 千円 0 千

標

円

会計・款・項・目 所

平

　　管　　課 地 　方

成

 　債 0 千円 0 千円 0

し

3

千円

そ 　の 　他 0

1

千円 0 千円 0 千円
一般

年

・2総務費・4選挙費

度

・1選挙管理委員会費

平

選挙管理委員会事務局

成

一　般　財　源 8,8

3

01 千円 8,801 千

2

円 8,801 千円

年度

、

平成

事　務　事　業　名

3

新規・継続

投
入
指
標

平

3

成31年度 平成32年

年

度 平成33年度

年度別

度

事業費 9,589 千円

年

0 千円 0 千円
県議会議

度

員選挙運営費 継続
特
定

別

財
源

国・県支出金 9,

事

589 千円 0 千円 0 千

協

業

円

会計・款・項・目 所

費

　　管　　課 地 　方

1

 　債 0 千円 0 千円 0

3

千円

そ 　の 　他 0

5

千円 0 千円 0 千円
一般

,

・2総務費・4選挙費

0

・2県議会議員選挙費

7

選挙管理委員会事務局

8

一　般　財　源 0 千円

千

0 千円 0 千円

働

円 13

事

5

　務　事　業　名 新規

,

・継続

投
入
指
標

平成3

0

1年度 平成32年度 平

7

成33年度

年度別事業

8

費 20,959 千円 0

千

千円 0 千円
参議院議員

円

選挙運営費 新規
特
定
財

す

1

源

国・県支出金 20,

3

959 千円 0 千円 0 千

5

円

会計・款・項・目 所

,

　　管　　課 地 　方

0

 　債 0 千円 0 千円 0

7

千円

そ 　の 　他 0

8

千円 0 千円 0 千円
一般・2総務費・4選挙費・3参議院議員選挙費 選

千

挙管理委員会事務局
一

円

　般　財　源 0 千円 0

議

千円 0 千円

る

員報酬

事　

等

務　事　業　名 新規・

継

継続

投
入
指
標

平成31

続

年度 平成32年度 平成

特

33年度

年度別事業費

定

7,875 千円 0 千円

財

0 千円
市長選挙運営費

源

新規
特
定
財
源

国・県支

ま

国

出金 0 千円 0 千円 0 千

・

円

会計・款・項・目 所

県

　　管　　課 地 　方

支

 　債 0 千円 0 千円 0

出

千円

そ 　の 　他 0

金

千円 0 千円 0 千円
選

0

挙管理委員会事務局
一

千

　般　財　源 7,87

円

5 千円 0 千円 0 千円

0

ち

千円 0 千円

会計・款・

づ

項・目 所　　管　　課

６ く

地 　方 　債 0 千円

り

0 千円 0 千円

そ 　の

施

 　他 0 千円 0 千円 0

策

千円
一般・1議会費・

６

1議会費・1議会費 議

－

会事務局
一　般　財　

２

源 135,078 千円

行

135,078 千円 1

政

35,078 千円

マ

全

ネジメ

事　務　事　業　名

ン

新規・継続

投
入
指
標

平

ト

成31年度 平成32年

シ

度 平成33年度

年度別

ス

事業費 39,867 千

テ

円 39,867 千円 3

ム

9,867 千円
議会事

の

務局給与費 継続
特
定
財

て

継

源

国・県支出金 0 千円

続

0 千円 0 千円

会計・款

的

・項・目 所　　管　　

な

課 地 　方 　債 0 千

改

円 0 千円 0 千円

そ 　

善

の 　他 0 千円 0 千円

と

0 千円
一般・1議会費

円

・1議会費・1議会費

滑

議会事務局
一　般　財

な

　源 39,867 千円

の

運

39,867 千円 39

用

,867 千円

を図り

事

ま

　務　事　業　名 新規

す

・継続

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 233 千円 225 千

主

円 225 千円
小諸市等公平委員会特別会計繰出金 継続

特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円

会計・款・項・目 所　　管　　課 地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円
一般・2総務費・1総

体

務管理費・1一般管理費 総務課
一　般　財　源 233 千円 225 千円 225 千円

事　務　事　業　名 新規・継続

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平

が

成33年度

年度別事業費 783 千円 780 千円 780 千円
企画費運営費 継続

特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円

会計・款・項・目 所　　管　　課 地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

参

事

一般・2総務費・1総

　

務管理費・4企画費 企

務

画課
一　般　財　源 7

　

83 千円 780 千円 7

事

80 千円

　業　

事　務

名

　事　業　名 新規・継

新

続

投
入
指
標

平成31年

一般・2総務費・4選挙費・4市長選挙費
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